
▶制度全般に関すること
　……東京都後期高齢者医療広域連合お問合せセンター　☎０５７０（０８６）５１９

▶そのほかの相談等……………国保年金課後期高齢者医療係　☎（３８０２）４１４８
※ＩＰ電話の方は☎０３（３２２２）４４９６へ。㈯・㈰・㈷等を除く、午前８時30分～午後５時

後期高齢者医療制度
令和７年度保険料

問合せ

　国民健康保険料率が右表のとおり改定されました。

国民健康保険料の改定
問合せ 国保年金課国保資格係　☎内線２３７４

区　分 医療分 支援金分 介護分
所得割料率 7.71％ 2.69％ 2.10％
均 等 割 額 ４万7300円 １万6800円 １万6600円
限 度 額 66万円 26万円 17万円

国民健康保険率

のお知らせ

　令和７年４月から対象年齢や自己負担額が変更となる予防
接種をお知らせします。

高齢者用肺炎球菌予防接種（定期接種）

4000円　※生活保護受給者等は無料自己負担額

無料（３回まで）自己負担額

誕生月に送付する予診票と、必要書類等を持参し、23
区内の協力医療機関で接 種 方 法

接種予診票（電話・荒川区ホームページで申
し込み）を持参し、区内の協力医療機関で接 種 方 法

次のいずれかに該当する方
▶ 65歳の方
　…65歳の誕生日の前日から66歳の誕生日の前日まで
▶ 60～64歳で、心臓・腎臓・呼吸器の機能障がいまた
はヒト免疫不全ウイルスによる免疫機能の障がいがあ
る方（身体障害者手帳１級程度）
　…60歳の誕生日の前日から65歳の誕生日の前日まで

対象・期間

※過去に23価高齢者用肺炎球菌ワクチン接種した方は対象外

４月１日㈫～令和８年３月31日㈫期 間
区内在住で、平成21年４月２日～26年４月
１日生まれの男子対 象

帯状疱疹予防接種（定期接種）
４月１日㈫～令和８年３月31日㈫期 間

６月中旬以降に送付する予診票等を持参し、23区内
の協力医療機関で接 種 方 法

令和７年度に次のいずれかに該当する方
▶ 65・70・75・80・85・90・95歳になる方
▶100歳以上の方
▶ 60～64歳で、ヒト免疫不全ウイルスによる免疫機
能の障がいがある方

対 象

※過去に区の費用助成で接種を受けた方は対象外

※ 予診票送付前の接種を希望する方は、電話・荒川区ホームページで申し込ん
でください
※ 定期接種対象外となった50歳以上の方も、令和７年度に限り、同額の自己
負担額で接種を受けることができます。接種を希望する方は、電話・荒川区
ホームページで申し込んでください

▶不活化ワクチン…………………………１万1000円
▶生ワクチン……………………………………4000円自己負担額
※生活保護受給者等は無料

男子ＨＰＶワクチン予防接種の費用助成を継続

のお知らせ予防接種予防接種

健康推進課予防接種係　☎内線３９０１問合せ

※ 65歳以上（令和７年１月１日時点）の方の公的年金所得は、そ
の所得から15万円（高齢者特別控除額）を差し引いた額で判定
します
※ 世帯主が被保険者でない場合でも、世帯主の所得は軽減を判定す
る対象となります
※ 世帯の判定は毎年度４月１日時点（年度の途中に東京都で資格取
得した方は資格取得時）で行います
※ 年金または給与所得者の合計数とは、同じ世帯にいる「公的年金
等収入が65歳未満の方は60万円、65歳以上の方は125万円を超
える」または「給与収入が55万円を超える」被保険者および世
帯主の合計人数です。合計人数が２人以上の場合に適用します

　令和７年度の後期高齢者医療保険料額決定通知書は、７
月中旬以降に送付します。

　同一世帯の世帯主と被保険者の方全員の「総所得金額等
を合計した額」をもとに、均等割額を下表のとおり軽減し
ています。

均等割額の軽減

総所得金額等の合計が下記に該当する世帯 軽減割合
43万円＋（年金または給与所得者の合計数－１）
×10万円以下 ７割

43万円＋（年金または給与所得者の合計数－１）
×10万円＋（30.5万円×被保険者の数）以下 ５割

43万円＋（年金または給与所得者の合計数－１）
×10万円＋（56万円×被保険者の数）以下 ２割

※１  賦課のもととなる所得金額とは、前年の総所得金額、山林所得金額、株式・長期（短
期）譲渡所得金額等の合計から地方税法に定める基礎控除額（合計所得金額が2400万円
以下の場合は43万円）を控除した額です（雑損失の繰越控除額は控除しません）

※２  激変緩和措置の終了に伴い、令和７年度はすべての方の所得割率が9.67％となります
※３  激変緩和措置の終了に伴い、令和７年度はすべての方の賦課限度額が80万円となります

　保険料は、定額を負担する「均等割額」と前年の
所得に応じて負担する「所得割額」の合計額です。保険料の計算方法

被保険者１人当たり
４万7300円

均等割額
賦課のもととなる所得金額※１

×所得割率9.67％※２

所得割額
100円未満切捨て
（限度額80万円※３）

保険料額（年額）

※東京都後期高齢者医療広域連合独自の軽減措置

　被保険者本人の ｢賦課のもととなる所得金
額｣ をもとに、所得割額を下表のとおり軽減
しています。

　後期高齢者医療制度加入の前日ま
で会社の健康保険等（国民健康保
険・国民健康保険組合は除く）の被
扶養者だった方は、加入から２年を
経過する月までの間、均等割額が５
割軽減されます。所得割額はかかり
ません。

所得割額の軽減 被扶養者だった方の軽減

賦課のもととなる所得金額 軽減割合
15万円以下 50％
20万円以下 25％

国民健康保険 後期高齢者医療制度
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人
口

日本人
男 98,749人 

前
月
比

－100
前
年
同
月
比 

326
女 99,720人 29 313
計 198,469人 －71 639

外国人
男 11,678人 39 1,055
女 12,002人 62 1,136
計 23,680人 101 2,191

総人口 222,149人 30 2,830

世
帯

日本人のみ
の世帯 107,723世帯 

前
月
比

－20
前
年
同
月
比 

1,211
外国人のみ
の世帯 15,200世帯 63 1,899
日本人と
外国人の
混合世帯

2,413世帯 1 13

総世帯 125,336世帯 44 3,123

新聞未購読で、希望する方には、あらかわ区報を自宅に直接届けます。
電話・荒川区ホームページで、広報課広報係☎（３８０２）４９５７

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。
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